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事 業 名 
サービス利用計画作成費の支給対象者を中心とした相談支援事業の

あり方に関する調査研究事業 

 

事 業 目 的 

 

障害者自立支援法では、地域生活支援事業の必須事業として相談支

援が位置付けられ、特に計画的な支援を必要とする者を対象にサービ

ス利用計画作成費が制度化された。しかし、この給付は伸びていない

ため、現行の給付対象範囲が適切か、当初予定していたインフォーマル

サービス、保健医療、教育、就労等を含めた生活設計支援が適切に行わ

れているかについて検証する必要がある。そこで、本事業では、現在の給

付対象者の状態像や相談支援実態を把握するとともに、今後の給付対

象範囲やその給付内容のあり方について検討する。 

事 業 概 要 

調査研究企画、調査結果分析を行う委員会を設置した。委員会は、

職能団体、相談支援において先駆的な取り組みを行っている相談支援

事業者、市町村担当者等により構成し、年３回開催した。 

サービス利用計画作成費の利用実績の高い地域の、行政担当者・相

談支援業者に対し、相談支援事業及びサービス利用計画作成費の給付

実態、現行の給付対象範囲についての意見等に関するヒアリング調査

を実施した。（１１地域） 

地域性、障害種別に配慮して、望ましい相談支援を実施できている

相談支援事業所を各都道府県から推薦いただき、アンケート調査で相

談支援事業者の事業所概要、相談支援専門員の業務実態を把握した。

事業実施結果 

及び効果 

サービス利用計画作成費の給付が当初予想より伸びていない理由を

その給付実態から明らかにし、サービス利用計画作成費の効果的な活

用のために解決すべき制度的課題と具体的な解決方策を提言した。こ

れによって、制度化当初に目指していた「障害者が地域で生活するた

めのケアマネジメント体制の構築」に向けた示唆を与えることができ

る。 

また、相談支援事業者におけるサービス利用計画作成費対象者に関す

る業務実態を整理し、情報提供した。これによって、相談支援事業者

が今後サービス利用計画作成費対象者への支援に取り組む相談支援

事業者が効果的・効率的な支援を行うことが期待できる。 

事 業 主 体 
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